
新内国為替制度について

平成 13 年 2 月 21 日

社団法人  東京銀行協会

１．検討の経緯

２．新制度の概要

　①為替決済の当事者

日本銀行から東京銀行協会へ
　

　②保証行責任方式の導入

　　・旧制度・・・65％以上の担保差入れ及び共同責任方式

・新制度・・・国債等の全額担保差入れあるいは保証
　

③流動性供給スキーム

　　・加盟銀行に債務不履行が生じた場合、流動性供給銀行から資金供給を受け当

日の決済を完了させる

　　・流動性供給銀行への返済は差入れ担保の処分あるいは決済分担金による

　④改正関係規則等

　　・内国為替運営規約の改正
　　　
　　・内国為替決済規則の新設

　　　a．債務の引受・債権の取得・相殺
　　　
　　　

b.為替決済
　　　

c.仕向超過限度額・担保・保証
　　　

d.決済尻不払銀行発生時の取扱い
　

⑤担保の種類等
　

３．新制度移行後の動き

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上



新内国為替制度の運営状況（平成 13 年 1 月末）

平成 13 年 2月 21 日

社団法人  東京銀行協会

１．内国為替制度加盟銀行

      加盟銀行数                  ２，２８５行

        うち決済金融機関数            １５５行

２．仕向超過限度額

      合計金額    約１２兆円

３．差入担保額
                                                  （単位：億円、％）

担保種別 担保価額 構成比

登録国債 ０ ０

振決国債 ７０，４２２ ６５．４

政府保証債 ９，２５２ ８．６

公募地方債 １，５２１ １．４

非公募地方債 ６，０２４ ５．６

金融債 １２，８９１ １２．０

銀行発行社債 １，６０１ １．５

普通社債 ２３８ ０．２

（債券計） １０１，９５３ ９４．６

株式 ５，７６７ ５．４

合  計 １０７，７２０ １００．０

４．保証供与

      保証銀行数            １５行

      保証額合計    ３兆７００億円

以    上


